
URL: http://tsigeto.info/occ/ 2020-05-18

現代日本学概論 I「現代日本における職業」

第2講　労働統計(2)：賃金と労働時間

田中重人 (東北大学文学部准教授)

[テーマ] 賃金と労働時間の統計

1 労働力調査について追加説明

• 「役員」とは →「会社」組織になっている場合、その社長、専務、取締役……など。
• 「自営業主」と「雇用者」のちがい →境界は実はあいまい (何を契約して働いているのかはっきりしていな

いことが多い)

• 「塾の試験などの採点・添削を自宅でおこなう」→「内職」(雇用契約ではないが、独自の資本をほとんど持

たず、取引先が 1社に限られている)

• 非正規雇用の分類 →簡単に答えられる合理的な分け方がないので、「呼称」でわけている

2 前回宿題について

[課題] 厚生労働省「賃金構造基本統計調査」について、2019年に発覚したのはどのような問題か。また、それ

はなぜ問題だと考えられるか。

総務省 (2019) から「結果報告書」を読むとくわしいことがわかるが、長くて難解なので、新聞報道などをみて

概要を把握してから内容を検討するとよい。調査の精度などへの影響については厚生労働省 (2019) を参照。ただ

し、これらは政府自身による評価結果であることに注意。

[解答例] (1) 一部の産業 (バー、キャバレー、ナイトクラブ等) を調査対象から除外していた、(2) 調査員によ

る訪問調査をしなければならないのに郵送調査をおこなっていた、(3) 調査計画と実際の調査の提出期限がち

がっていた、(4) 政府統計の「一斉点検」がおこなわれたときにこれらの問題を報告していなかった、などの

問題があった。これらがなぜ問題かというと、(A) 調査計画や調査報告書に嘘の記述をしていたことになる

(B) 調査の精度が下がったり結果が偏ったりする、という弊害があるからである。

0点の人は、来週までに再提出してください。提出場所をGoogle Classroomに作っておきます。(それ以外の人

も再提出してかまいません)

気を付けてほしいこと：

• 資料そのままではなく、自分が理解した内容を書くこと
• 参照した資料の情報を必ず書き、引用するときは鍵括弧で囲むなど、引用であることをはっきりさせる

書きかたがよくわからない場合は、たとえばつぎのような書きかたを試してみてください



• 自分が調べた過程をいったんそのまま書いた「取材メモ」をつくる。たとえば、まず「○○」ということばを
Googleで検索して、見つかった資料を読んだところ、…… と書いてあった。しかし用語がわからなかったの

で……について辞書を引いた……みたいなことを書いてみる。文章の形でも、箇条書きでも表でもかまわな

いが、資料からの引用部分は正確にコピーする。完全な文章でなくてもよいが、他人が見ても見当がつく程

度には整形すること。

• それを整理して、不要なことを削って、わかりやすい順番に並べる
• 最終的には、資料に書いていることを直接引用するか箇条書きなどにいったんまとめて書き、そのあとに自
分なりの解説をつける形にする

3 「賃金構造統計基本調査」について

3.1 歴史

戦前から前身になる調査 (鈴木, 1995) がありましたが、戦後 1948年には「個人別賃金調査」として開始。何回

かの名称変更を経て、1965年に「賃金構造基本統計調査」となりました。

調査をおこなってきたのは労働省ですが、2001年の省庁再編で厚生省と合併したため、それ以降は厚生労働省

がおこなっています。

3.2 情報源

厚生労働省サイト <https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/chinginkouzou.html> に情報があります。

報告書は毎年『賃金センサス』(賃金構造基本統計調査報告) というタイトルで出版されます。最新の報告書は、

昨年発行された「2019年版」で、これには 2018年の調査についての結果が載っています。上記の問題が発覚した

以降の最初の報告書 (2020年版) は来月出版されるはずですが……。

3.3 調査対象と調査方法

賃金は、通常、事業所対象の調査で把握します。「労働力調査」では世帯を抽出して、そこに所属する個人の就

業状態を調べていましたが、「賃金構造基本統計調査」では、事業所を抽出し、そこで働いている人をさらに抽出

して、それらの労働者について報告することを事業所に求めます。

毎年6月分 の給与その他の労働条件と労働者の属性 (性別・年齢・勤続年数・職業など) についての調査がおこ

なわれます。

以下は、現在の調査についての解説です (厚生労働省の解説は非常にわかりにくいので、資料を読むときは注意

すること)

• 「常用労働者」5人以上を雇用する事業所が対象。ただし、農林漁業や官公庁は含んでいない (1975年以前は

サービス業も含んでいなかった)。

• 各事業所で、指示にしたがって労働者を抽出し、その人について調査票に記入する。
• 集計は、通常、「常用労働者」のうちの「一般労働者」(短時間労働者以外の労働者) についておこなわれ、「短

時間労働者」(所定労働時間または所定労働日が一般の労働者よりすくない労働者 =パートタイム労働者) の

集計は別に表示されている。

「常用労働者」というのは、雇用期間の定めのない契約または 1ヶ月以上の期間の契約で雇われている労働者を

いいます。2017年以前の調査では、この「常用労働者」の定義がちがっていました <https://www.mhlw.go.jp/

toukei/list/dl/chinginkouzou 02.pdf>。
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4 宿題

つぎの各項目間の関係について整理して述べよ：

• 「労働契約」
• 「就業規則」
• 「労使協定」（または労使委員会決議）
• 「労働協約」
• 労働基準法などで定められた労働条件の基準

参考資料：水町勇一郎 (2010)『労働法』(第 3版) 有斐閣 ISBN:9784641143944. 88, 89, 92–97ページ。【資料を

Google Classroom に掲載済み】
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